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第２章       就業支援に関する施策等
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　第２節においては、母子家庭の母の就業支援を直接の目的とする施策のみならず、女性一般
の支援を目的とする施策など、結果として、母子家庭の母の就業に資する施策についてもその
実施状況を紹介する。

（１） 女性のチャレンジ支援策の推進

　我が国において活力ある社会を築く上で、意欲と能力のある女性が社会のあらゆる分野で活
躍できるようにすることが重要との考えの下、平成15（2003）年４月に男女共同参画会議におい
て意見として決定された「女性のチャレンジ支援策」及び同年６月の男女共同参画推進本部にお
いて決定された「女性のチャレンジ支援策の推進について」に基づき、内閣府を始めとして関係
府省では女性のチャレンジ支援策に取り組んでいる。
　平成19（2007）年度は、内閣府においては、様々な分野でチャレンジしたいと考える女性が、
チャレンジ支援情報を効率的に入手できるよう、「チャレンジ・サイト」による情報発信等を
行った。
　また、「女性の再チャレンジ支援プラン」（平成17（2005）年12月女性の再チャレンジ支援策検
討会議決定・平成18（2006）年12月改定）に基づき、関係府省が連携して、女性の再就職・起業
等の支援に取り組んでいる。内閣府においては、地域における再チャレンジ支援の仕組みづく
りや、支援情報ポータルサイトによる情報発信等を行った。

（２） 女性のチャレンジ支援のためのその他の取組

　農林水産省においては、農山漁村女性の社会参画・経営参画を促進するため、在宅学習（ｅ
－ラーニング）等による研修、情報提供、新たな観点から取り組まれる農山漁村女性による起
業活動への支援等を総合的に実施した。
　経済産業省においては、創業に向けて具体的な行動を起こそうとする者を対象に、創業に必
要な実践的能力を30時間程度で習得させる「創業塾」を実施しており、この中で女性向け創業塾
も実施した。また、国民生活金融公庫や中小企業金融公庫を通じ、女性等の起業家を対象に優
遇金利を適用する融資制度（女性、若者／シニア起業家支援資金）や、無担保、無保証人で融資
を受けられる新創業融資制度を用意するなど、女性を含めた開業・創業の支援を実施した。平
成19（2007）年度からは、より一層の創業促進を図るため、貸付限度額の引上げや自己資金要件
の緩和を行った。
　厚生労働省においては、経営上のノウハウや諸問題を打開するためのアドバイスを与えるメ
ンター（先輩の助言者）を経験の浅い起業家に紹介する事業を平成18（2006）年度から実施する
とともに、女性の起業支援のための総合的情報提供を行う専用サイトを開発し、平成19（2007）
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